
＜指標＞

単位 H26 H27 H28 H29

目標 3 4 4 6
実績 2 3 3 2

達成率 ％ - 100.0% 75.0% 50.0%

目標 2 4 6 10
実績 0 1 1 0

達成率 ％ - 50.0% 25.0%
目標 6,200 6,000 5,800 5,400.0
実績 6,368 5,780 6,614 5,665

達成率 ％ - 93.2% 110.2% 97.7%
目標 4 5 6 8
実績 3 4 4 4

達成率 ％ - 100.0% 80.0% 66.7%
目標
実績

達成率 ％
目標
実績

達成率 ％
目標
実績

達成率 ％

＜市民意識調査結果＞

＜次年度以降の課題＞

市民及び事業所の「きれいな生活環境を維持する重要性についての意識」が十分でありません。再生可能エネルギーや
地球温暖化対策について学ぶ機会をつくり、市民の意識を醸成する必要があります。きれいな生活環境を維持することに
ついて、市民の関心がより高まり、さらに実践していただけるような仕組みをつくり出す必要があります。

ｔ
5,600

課名 氏名 内線

環境課 廣瀬　武志 1130

ＣＯ２削減に向けたまちづくりの推進

環境にやさしい資源が活かされ循環するまちをつくる

化石燃料に頼らないエネルギー自産自消のまちづくりをめざすために、臼杵市の地域資源を活かし地域産業の活性化も見据えた、太陽
光・風力・水力・バイオマスといった再生可能エネルギーの有効な利活用の方法についての検討を行います。

臼杵市 施策評価シート
（平成29年度）

評価
担当者

・節電対策に関する知識や意識を向上させるため、エネルギーや地球温暖化などについて学ぶ機会を設けます。
・公共施設新・増改築の際は、施設に適した太陽光・風力・水力・バイオマス等の再生可能エネルギーの導入を推進します。
・再生可能エネルギーを有効に活用し、地域産業の活性化を図るため、情報の収集と提供を積極的に行うとともに、具体的な活用方法な
どの調査研究を推進します。

豊かな自然環境で市民が潤い、活力あふれるまち（生活環境）

件

平成30年度以降
の課題

指標の分析

領域名 必要度 満足度

検討領域 1.85 1.30

○

市民及び事業所に対しての啓発が不十分であったため、目標を達成できていません。

・平成２９年度実施のアンケート結果では、「必要度」「満足
度」ともに低く、「検討領域」に位置しており、施策や事業
の内容について再考の余地があります。

市民意識調査
結果

（H29調査）

ＣＯ２削減の意義・知識や意識を向上させるための啓発事
業が不十分であったため、市民の意識も低い結果となりま
した。

市民意識調査
結果分析

施策の
内容

エネルギー教室（仮称）の開催
回数

エネルギー教室などの延
べ開催回数（累計）

回
8

指標名 説明・算式・引用
実績の推移新規

指標

二酸化炭素の排出量
市所管施設・公用車などの二
酸化炭素排出量（年間）

コード Ⅶ-20-49 施策名

施策の
方針

H31目標値
上段：当初
下段：現在H30

ノーマイカー運動「年間モニター
登録事業所」の新規登録（参
加）民間事業所数

「ストップ地球温暖化大分県
ノーマイカーウィーク」への年
間モニター新規登録市内事
業所数(累計）

件
5

まちづく
り

の方針

施策の
目的

再生可能エネルギー利用設備
の設置施設数

市所管施設における再生可
能エネルギー利用設備の設
置施設数（累計）

7

1.15

1.30

1.45

1.60

1.75

1.90

2.05

1.85 2.00 2.15 2.30 2.45 2.60 2.75

維持領域

強化領域検討領域

見直し領域

満足度

必要度



＜施策を構成する主な事務事業一覧表＞

H28年度
実績

H29年度
実績

H30年度
見込み

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

- - - 

＜施策の今後の展開　～担当課長評価＞

＜施策の今後の展開　～内部評価（内部検討会）＞

<臼杵市行財政活性化推進委員会による外部評価：最終>

<臼杵市行財政活性化推進委員会を受けての市の取組>

他の
関連施策
コード

事業費（単位：千円）

事業内容事務事業名

担当課
※実施
した課
を記入

外部評価

-

合計

評価のコメント

課の
重点

※運営計
画記載

課長
評価

公
共
５
ヵ

年

課長評価

目標を達するため、
施策内容を再検討
(見直し)する

進捗状況

やや遅
延

平成３０年度に策定予定の「臼杵市環境基本計画」の中で、新たな施策の企画・検討を行います。また、バイオマス
産業都市構想と並行して、再生可能エネルギーの具体的な活用方法などの調査研究を行う必要があると考えます。

進捗状況 内部評価

- -


